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Ⅰ 新経営改革プランの全体評価について

市立室蘭総合病院（以下「市立病院」という。）は、平成９年６月に現在地へ

移転新築以来、非常に厳しい経営状況が続き、平成１９年１２月２４日に総務

省が策定した公立病院改革ガイドラインを踏まえて、平成２１年３月に市立室

蘭総合病院経営改革プランを策定し、経営改善に取り組んだ結果、ピーク時（平

成１６年度末）には約１０億８，９００万円を抱えた資金不足を、平成２３年

度末で解消することができたものの、常勤医師の減少や人口減少等の環境変化

に伴う患者数の減少傾向が続き、収益の確保が思うように進まず、経常収支比

率が１００％を下回る状況から脱却できていない。

市立病院が、今後とも地域に必要な医療を安定的かつ継続的に提供し続ける

ためには、引き続き収益確保・費用縮減を通じた財務基盤の強化、医療提供体

制を維持するために必要な院舎建物・設備等の更新・延命化という課題への対

応、激変する外部環境下で中長期的な視点で戦略を考え経営基盤を確立する必

要があり、それを可能とするため、平成２５年９月に市立室蘭総合病院新経営

改革プランを策定した。

平成２７年３月には総務省が、「新公立病院改革ガイドライン（以下「新ガイ

ドライン」という。）」を策定し、公立病院の改革を求めていた。新ガイドライ

ンを踏まえて引き続き経営基盤の強化に努める必要があるため、平成２９年３

月に現行のプランを改定し「市立室蘭総合病院新経営改革プラン（以下「新経

営改革プラン」という。）を策定した。

この新経営改革プランの計画期間は、平成２５年度から平成３２年度（令和

２年度）までの８年間であり、進捗・取り組み内容について、毎年、市立室蘭

総合病院経営改革評価委員会（以下「評価委員会」という。）が点検、評価する。

当評価委員会は、令和２年度における新経営改革プランの進捗・取り組み内

容について点検・評価を行ったので、ここに報告する。
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Ⅱ 市立病院が果たすべき役割

１．地域への医療提供について、

市立病院は、地域医療や救急、精神、結核、感染症、災害などの不採算・特

殊部門を提供するほか、急性期医療を基本としながら、がん医療に加え、緩和

ケア、ストーマ、スポーツ、感染症の外来をはじめとする専門医療を提供して

いる。

① 他医療機関等との協力・連携については、平成３０年４月に本格稼働した

スワンネット（地域医療介護ネットワークシステム）が、令和３年３月末現

在で、１６２の医療機関等での利用となり、システムへの登録者数は２８，

０１３件に達し、西胆振人口の約１５．８％を占めている。また、年間アク

セス件数も１２８，４２７件に達している。

今後も、新規に登録件数を増やすことやアクセス件数を伸ばすことにより、

更なる活発な情報連携が期待できる。

② 平成２５年度に運用を開始した救急医療連携システムについては、ICチッ
プを内蔵した医療連携カード所持者の救急搬送件数が１１件で、市立病院救

急センター医師・看護師と市消防救急隊との間で患者情報の共有に活用され

ている。

医療連携カードは、これまでに３，５７５人に対し発行されており、１枚

当たりコストが従来の診察券よりも高いという問題を抱えているものの、今

後とも普及拡大に努め、患者情報の共有によるスムーズな救急搬送に活用さ

れることを希望する。

③ 救急医療については、頭部外傷を含む高エネルギー外傷に対応できる西胆

振圏域内唯一の医療機関として、室蘭市内における救急搬送の約３８％（約

１，３００台）、西胆振地域における救急搬送の約２７％（約２，０００台）

の救急車を受け入れたほか、ドクターカーの運用等、地域救急医療の分野に

おいて引き続き大きな役割を担った。また、西胆振地域には室蘭港や洞爺

湖・登別温泉等の観光地が立地しており、外国人観光客の救急搬送にも対応

している。

しかし、常勤医師の減少傾向が続く中で、常勤医が配置できていない診療

科があり、救急搬送患者を受け入れるための十分な体制を確保できていると

は言い難い状況となっている。このような状況は、地域の他救急告示病院に

おいても同様であることから、引き続き、他医療機関との役割分担、協力・
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連携を深め、地域の救急医療提供体制を維持することを希望する。

④ 精神医療については、引き続き、精神科救急医療の推進と精神科以外の診

療科と連携を図りながら身体合併症を伴う患者の受け入れを積極的に行っ

てきた。市立病院では精神医療の質の向上を図るとともに、地域の他医療機

関と協力・連携を図り、患者さんの退院支援・生活支援のため、各専門職と

の適切な連携を進めた。

⑤ 結核・感染症医療については、患者数は少ないものの、一定の地域に一定

の施設を維持しておくことが必要であり、市立病院が有する結核病床は胆振

地域、また、感染症病床は西胆振地域で唯一の施設であり、いざという場合

の備えとして医療提供体制を維持した。（令和２年度の感染症病床の実績は、

年間延患者数５８８人、年間収益１億１，１５２万円であった。）

⑥ 災害医療については、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大により災害訓練を中止した。

⑦ がん診療については、「北海道がん診療連携指定病院」に指定されており、

西胆振圏域のがん診療拠点の１つとして、患者さん一人一人に適した医療提

供に努めた。放射線治療や抗がん剤治療を必要としているがん患者さんをチ

ーム医療により支え、各専門職が協同しながら、緩和ケア体制の強化や相談

体制（がん相談支援センター）の充実に努めた。

⑧ みなと診療所については、平成２３年２月に開設し蘭西地区の１次医療を

支えているが、企業職員の健診を積極的に引き受けたほか、昨年に引き続き、

室蘭市役所職員の健診も実施しており、本院と連携し室蘭市内の企業の健診

を担った。

⑨ 地域包括ケア病棟については、急性期を脱した患者がスムーズに自宅等へ

復帰できるよう支援した。また、平成２８年度からは、「医療連携・患者支

援推進センター」を開設し、入院前から、患者さんに介入できる体制も充実

させ、速やかな入退院支援を行った。

２．スタッフの確保・育成について、

① 医師の確保が非常に困難である状況が依然として続いており、令和２年度

においては、麻酔科医が１０月末で２名退職し、１名となり、一時救急受入

を中断していたが、麻酔科医人材派遣法人と契約を締結した。なお、臨床研

修医については、昨年度よりも１名減となったものの３名を受け入れること

が出来た。
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② 看護師確保対策として、看護学生２７名に対し奨学資金を貸し付けた。

また、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士によるリハビリテーション

のスタッフなどについても不足とならないよう確保に努めた。

③ 新採用職員が職場に早期適応できるよう、基礎的な知識・技術を習得に際

しては、webを利用した研修会、講演会の参加を推進し、職場内で共有でき
るものは共有するなど、スタッフの資質能力向上に努めた。

３．病院経営健全化と一般会計による経費負担について、

院舎建物の延命化対策、設備・大型医療機器等の更新財源には企業債を充

当するなど、財源の確保に努めている。独立採算は原則であるが、「その性

質上経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費」及び「性質上能

率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入を充てることが客観的に困

難であると認められる経費」については、地方公営企業法の趣旨に則り、一

般会計からの繰入金を充当した。令和２年度は、１６億２，５００万円を一

般会計から繰り入れた。引き続き、病院事業の実態に即した経費負担を求め

ていただきたい。
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Ⅲ 経営効率化に係る計画

令和２年度における経営、医療機能に係る数値目標の達成状況は以下の通り。

項 目 ﾌﾟﾗﾝによる目標 ２ 年 度 実 績 目標達成

経 常 収 支 比 率 100%以上 99.86％ ×

医 業 収 支 比 率 93%以上 86.71％ ×

地財法上の資金不足比率 4%以下 2.00％ ○

地財法上の資金不足額 350,000千円以下 158,234 千円 ○

職 員 給 与 費 比 率 59%以下 64.39％ ×

材料費対医業収益比率 23%以下 22.36％ ○

1 日 平 均 入 院 患 者 数 396.0 人以上 359.2 人 ×

1 日 平 均 外 来 患 者 数 841.0 人以上 683.0 人 ×

病 床 利 用 率 77%以上 68.1％ ×

平 均 在 院 日 数 19 日以下 18.2 日 ○

企 業 債 残 高 7,096,000 千円以下 6,750,935 千円 ○

紹 介 率 40％以上 57.8％ ○

逆 紹 介 率 30％以上 84.2％ ○

在 宅 復 帰 率 80％以上 85.8％ ○

年 3 回 以 上 協 議 等 を

行 っ て い る 医 療 機 関 数
20 ヵ所以上 25 ヵ所 ○
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１．基本目標達成に向けた取り組みは、

① 経営形態については、平成１９年度から民間医療機関・医療関連企業等の

勤務経験者を事務部門等へ積極的に採用し、前例にとらわれない柔軟な思考

で執務を行うよう努めているほか、経済情勢の変化に機敏に対応できるよう、

平成２０年度からは地方公営企業法を全部適用し、平成２２年度には病院事

業管理者を設置し、民間的経営手法を導入しながら経営改善に取り組んでい

る。また、地域の医療を取り巻く環境の変化や西胆振区域医療構想調整会議

や室蘭市地域医療連携・再編等推進協議会における議論の状況に注視しなが

ら、現状の許可病床数である一般病床４０１床、精神病床１２０床、結核病

床２４床、感染病床４床の合計５４９床の事業規模を維持した。

② 再編・ネットワーク化については、地域の医療機関との協議等を行い、ス

ワンネットの利用促進による患者情報の共有化により、相互の連携を深め、

それぞれの病院の機能の特性を生かし、効率的な医療を提供することで、地

域医療を支えた。

③ 経営の効率化については、医薬品・医療材料等の価格交渉による経済的調

達や、不良・不動在庫発生の抑制に努めたほか、薬事委員会を中心として、

さらに、院内で採用されている先発医薬品の後発医薬品への切り替えを積極

的に進めるなど、経費の縮減に努めている。

④ 地域医療構想を踏まえた取り組みについては、平成２８年度より、医療連

携・患者支援推進センターを開設し、入退院支援の体制強化を図っており、

地域包括ケアシステム構築に向けた取り組みに努めている。また、訪問看護

室、地域連携室及び入退院支援室の機能を集約した、医療連携・患者支援推

進センター「ななかまど」を開設し、充実した医療・福祉サービスを提供で

きるよう相談支援機能を強化した。

⑤ 収入増加・確保対策については、常勤医師・延患者数の減少傾向が続いて

いる中、収益確保が非常に難しい状況が続いているが、リハビリテーション

の取得単位数確保の継続に努め、診療単価の上昇に取り組むとともに、未収

金の回収困難な事案に対し一部委託化を継続する等、収納確保にも努めてい

る。さらに、急性期を脱した患者のスムーズな自宅等への復帰を支援するた

めに、地域包括ケア病棟を平成２７年５月から開設しているが、設置６年目

である令和２年度の実績は、延患者数１３，２４８人、病床利用率は７９，

５％となった。また、医師事務作業補助者を増員し、施設基準のランクアッ

プを図ったほか、服薬指導の増加や、人間ドック・脳ドックなど各種検診を



7

実施するなどし、収益確保に努めた。

⑥ 院舎建物の延命化対策、設備・大型医療機器等の更新については、無停電

電源装置更新工事や高調波抑制装置更新工事を実施した。（なお、令和２年

度に予定していた五期工事については、翌年度に延期となった。）

⑦ 経営改善支援業務について、有限責任監査法人トーマツと委託契約を締結

し、現状分析や経営課題の抽出を行いながら、収益改善や費用縮減の取り組

みを進めている。
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Ⅳ 評価のまとめ

令和２年度は、１１月に麻酔科医が１名となるなど、依然として医師の確保

が困難な状況が続いている。

収入については、対前年度比で入院は延患者数が約１万人減少したことによ

り、収益は約１億４，２００万円の減収、外来は延患者数が約１万４，０００

人減少し、収益は約７，０００万円の減収となり、いずれも延患者数が減少と

なった。

また、支出については、医薬材料等の経済的調達、不良・不動在庫発生抑制、

後発医薬品の推進、また、委託内容の検討・見直しを行うなど、費用の縮減に

努めている。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、入院・外来

収益は前年度に比べ減少しているが、補助金により経常損失は約１，４００万

円となっている。前年度より約５億３，６００万円の改善しているものの、依

然として、支出が収入を上回る厳しい経営状況が続いている。

院舎建物延命化・医療機器の更新等の投資については、医療に対する需要の

変化を踏まえ、将来を見据えた効果的な投資が必要である。

現在、有限責任監査法人トーマツの支援を受けながら進められている経営改

善の取り組みに関しては、着実に実施することを要望します。

みなと診療所については、集団健診が微増したものの、外来患者数の減少に

より、収益は減少傾向となっているため、更に近隣企業を取り込む努力により

健診件数を増やし、保険診療へつなげる等の取り組みを行ってほしい。

また、平成２８年度末に策定した、市立室蘭総合病院新経営改革プランに基

づき、地域の人口構造の変化や人口減少、医療需要、また医療構想実現に向け

た協議の状況や、経営環境の変化を見極めて、現在行われている経営改善に積

極的に取り組み、市立病院が果たすべき役割「思いやりの心がかよう病院」の

理念を具現化するため、今後とも地域に必要な持続可能な医療体制を確立する

ことを要望します。
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